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★調 査 対 象 飯塚市に住民登録している 18歳以上の市民を対象に、3,000人を無作為抽出 

★調 査 方 法 郵送による調査（配布及び回収） 

★調 査 期 間 令和6（2024）年 9月 1日（日）～9月20日（金） 

★回 収 状 況 有効回収数 1,161人（回収率 38.9％） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 令和6(2024)年

(N=1,161)

前回調査 令和元(2019)年

(N=1,208)

県調査 令和3(2021)年

(N=1,876)

調査比 年齢層別

１８～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳

７０～７９歳 ８０歳以上 不明・無回答

飯塚市人権問題市民意識調査 

報告書  -概 要 版- 

このたび、市民の皆様の人権問題に対する意識について把握し、今後の人権教育や人権啓発を

推進していくため「人権問題市民意識調査」を実施しました。今回の調査結果をもとに、飯塚市が

目指す「人権を大切にする市民協働のまちづくり」を推進するため、より効果的な人権教育・啓発

に取り組んでまいります。 

調 査 の 概 要 

２０２5（令和7）年３月  飯塚市 

（注記）※「前回調査」・・・令和元（2019）年度 飯塚市「人権問題市民意識調査」 

※「県調査」・・・・・令和 3（２０２１）年度 福岡県「人権問題に関する県民意識調査」 

※割合（％）は、端数処理を行わず小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100.0 にならない場合があります。 

※図表中の「N」は回答者の全体数で、「n」は区分ごとの小計数となります。 

（令和 6（2024）年 8月 1 日基準） 

男 性

41.8%女 性

55.1%

その他

0.3%

回答しない

0.9% 不明・無回答

2.0%

全体

（N=1,161）

6.8%
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12.7%

14.9%

19.3%

25.3%

11.0%

1.9%

全体

（N=1,161）
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39.5

55.1

52.2

57.8

0.3

0.2

0.0

0.9
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0.0
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 令和6(2024)年

(N=1,161)

前回調査 令和元(2019)年

(N=1,208)

県調査 令和3(2021)年

(N=1,876)

調査別 性別比

男性 女性 その他 回答しない 不明・無回答
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★ 現在の日本社会には、さまざまな人権問題があります。あなたは、「人権問題」に対して興味や関心があり
ますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人権問題に対する興味・関心 

人権問題全般 

１ 

2 関心がある「人権問題」 

sabetuya ★ あなたは、どの人権問題に関心がありますか。（複数回答） 

ハンセン病患者・回復者および
その家族等の人権 

人権問題に関心が「ある」（「ある」と「少しはある」の合計）とした割合は、前回調査及び県調査と比較した結果

ほとんど差がなく、市民の約７割は人権問題に関心を持っていることがわかります。また、関心が「ない」（「ない」

と「あまりない」の合計）とした割合は、27.8％です。 

「障がいのある人の人権に関する問題」が５１．９%と唯一半数以上の人が関心を寄せています。次いで、今日

的な人権課題である「インターネット上の人権侵害に関する問題」が４６．５%となっています。 

なお、前回調査との比較では、関心度順は入れ替わっているものの、上位６つは同一の人権課題となっていま

すが、「こどもの人権に関する問題」は１１．５ポイント低くなっています。 

※この調査では、性的指向（どのような人を好きになるか）や性自認（自分の性別をどう認識して

いるか）に関してのありようが性的多数派とは異なるとされる人々のことを表すため、「性的少

数者」という用語を使用しています。 

24.0 
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13.6 

46.8 

45.1 

56.3 

21.1 

19.5 

24.0 
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1.4 

2.2 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(N=1,161)

前回調査

(N=1,208)

県調査

(N=1,876)

ある 少しはある あまりない ない 不明・無回答

51.9 

46.5 

40.2 

38.7 

36.5 

29.8 

21.3 

20.5 

20.4 

9.6 

2.1 

2.2 

0% 30% 60%

障がいのある人の人権

インターネット上の人権侵害

女性の人権

高齢者の人権

こどもの人権

部落差別問題（同和問題）

感染症による人権侵害

性的少数者の人権

外国人の人権

関心がない

その他の人権問題

不明・無回答

今回調査

全体

(N=1,161)

50.7 

48.0 

38.9 

38.4 

37.5 

32.0 

19.5 

18.9 

15.6 

10.8 

7.4 

4.5 

2.3 

0% 30% 60%

障がいのある人の人権

こどもの人権

女性の人権

インターネット上の人権侵害

高齢者の人権

部落差別問題（同和問題）

性的少数者の人権

外国人の人権

ＨIV感染者・エイズ患者の人権

関心がない

その他の人権問題

不明・無回答

全体

(N=1,208)

前回調査

ハンセン病患者・回復者および
その家族等の人権 
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15.2 
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0% 25% 50%

何もせずにがまんする

自分で直接抗議などする

友人・知人や家族に相談する

その他

わからない

不明・無回答

今回調査

(n=1,161)

前回調査

(n=1,208)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権が侵害された場合の対処の仕方 

sabetuya 

人権が侵害された経験の有無 

sabetuya 
3 

4 

★ あなたは、これまでに自分の人権が侵害されたと感じたことがありますか。 

ある

21.8%

ない

76.9%

不明・無回答

1.3%

今回調査

ある

25.0%

ない

73.0%

不明・無回答

1.9%

前回調査

全体 

（N=1,208） 

全体 

（N=1,161） 

17.9 

24.7 

81.4 

73.9 

0.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男 性

(n=485)

女 性

(n=640)

ある ない 不明・無回答

★ あなたは、自分の人権が侵害された場合、どのように対処しますか。（複数回答） 

人権擁護団体やＮＰＯなど、民間機

関に相談する 

行政や警察・法務局、弁護士や人権

擁護委員などに相談する 

14.4 

30.9 

35.7 

15.9 

33.2 

1.0 

15.5 

3.5 

17.3 

18.0 

58.1 

10.9 

21.6 

1.7 

12.8 

4.8 

0% 35% 70%

何もせずにがまんする

自分で直接抗議などする

友人・知人や家族に相談する

その他

わからない

不明・無回答

男 性

(n=485）

女 性

（n=640）

人権擁護団体やＮＰＯなど、民間機

関に相談する 

行政や警察・法務局、弁護士や人権

擁護委員などに相談する 

「人権が侵害されたと感じたこと

がある」と回答した割合は２１．８%で

す。一方で「感じたことがない」と回

答した割合は７６．９%で、市民の約

3/4は「人権侵害の経験がない」こと

を示しています。 

性別では、女性の方が、「人権侵害

の経験がある」と回答した割合が 

６．８ポイント高くなっています。 

「友人・知人や家族に相談する」が 

４８．１%と最も高く、次いで「行政や

警察・法務局、弁護士や人権擁護委員

などに相談する」が２６．６%、「自分

で直接抗議などする」が２３．７%とな

っています。なお、対処の仕方が「わ

からない」と回答した割合が１４．１%

となっています。 

性別問わず最も高い割合を示した

のは「友人・知人や家族に相談する」

で、男性に対して女性が高い割合を

示したのは、「友人・知人や家族に相

談する」、女性に対して男性が高い割

合を示したのは、「自分で直接抗議な

どする」、「行政や警察・法務局、弁護

士や人権擁護委員などに相談する」

で性別による対処の仕方やその相談

先に違いがあることがわかります。 
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人権問題に関連する法律や条例の認知 

sabetuya 

人権に関する相談窓口の認知 

sabetuya 
5 

6 

36.8 

26.0 

21.7 

14.8 

14.0 

10.9 

3.8 

39.3 

2.0 

0% 20% 40%

地域包括支援センター

飯塚市人権相談員

飯塚市男女共同参画推進センターサンクス

障がい者基幹相談支援センター

配偶者暴力相談支援センター

飯塚市外国人相談窓口

すべて知らない

不明・無回答

全体

（N=1,161）

★ あなたは、人権に関する相談窓口のうち、おおまかな内容も含め知っているものがありますか。（複数回答） 

22.0 

21.9 

13.1 

12.5 

14.9 

16.7 

23.2 

5.7 

30.3 

15.3 

19.8 

17.5 

11.5 

11.5 

11.1 

31.1 

5.0 

24.1 

20.4 

21.9 

13.0 

14.0 

20.9 

27.8 

42.9 

22.7 

20.5 

12.0 

23.6 

5.5 

0% 25% 50%

飯塚市部落差別をはじめあらゆる差別の解消の推進に関する条例

飯塚市男女共同参画推進条例

飯塚市の子どもをみんなで守る条例

福岡県部落差別解消推進条例

人権教育・啓発推進法

部落差別解消推進法

男女共同参画社会基本法

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律

児童虐待の防止等に関する法律

こども基本法

高齢者虐待防止法

障害者虐待防止法

障害者差別解消法

ヘイトスピーチ解消法

ＬＧＢＴ理解増進法

すべて知らない

不明・無回答

今回調査

(N=1,161）

前回調査

（N=1,208）

★ あなたは、人権問題に関連する法律や条例のうち、おおまかな内容も含め知っているものがありますか。 

（複数回答） 

「地域包括支援センター」が３６．８％

と最も高く、次いで「飯塚市人権相談

員」が２６．０%、「飯塚市男女共同参画

推進センターサンクス」が２１．７％で

す。しかし、39.3％が人権に関する相

談窓口を知らないという状況です。 

飯塚市こども家庭センター
ＣＯＣＯＳＵＭＯ（ここすも） 

人権問題に関連する法律や条例の認知度は、前回調査よりも全体的に低下しています。「すべて知らない」が 

３１．１%と、最も高く、次いで、「児童虐待の防止等に関する法律」の３０．３％、「男女共同参画社会基本法」が 

２３．２％、「飯塚市部落差別をはじめあらゆる差別の解消の推進に関する条例」が２２．０％となっています。 

※前回調査では「困難な問題を抱える

女性への支援に関する法律」「こども

基本法」「 障害者虐待防止法」「ＬＧＢ

Ｔ理解増進法」は選択肢として設定さ

れていません。 
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38.8 

12.7 

6.6 

5.4 

4.0 

3.6 

2.0 

2.0 

0.7 

0.4 

23.7 

0% 25% 50%

学校の授業で

家族や親類から

覚えていない

友人、職場、近所の人から

テレビ・ラジオ・新聞・本などで

市や県の広報誌や冊子などで

被差別部落（同和地区）が近くにあった

インターネットで

その他

不明・無回答

全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部落差別問題（同和問題）に関する知識についての最初の提供者 

sabetuya 

部落差別問題（同和問題）に関することがらについての現状認識 

sabetuya 

部落差別問題（同和問題） 
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 8 

40.7 

25.0 

16.2 

21.0 

22.8 

20.6 

18.5 

2.9 

30.5 

6.2 

46.4 

40.4 

31.2 

31.6 

31.3 

23.3 

29.6 

4.9 

23.4 

11.4 

0% 25% 50%

結婚に際して周囲の理解が得られない場合があること

就職に際して不利な取り扱いを受ける場合があること

仕事をする上で不利な取り扱いを受ける場合があること

地域社会の付き合いの中で不公平な取り扱いを受ける場合があること

誹謗中傷する発言や落書きがあること

その他

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

今回調査

（N=1,161）

前回調査

（N=1,208）

家や土地を購入したり、マンションを建設する際に、被差別部落（同和地

区）かどうか調べること 
 

インターネット上に部落差別を助長するような情報や書き込みがあること 

★ 部落差別問題（同和問題）に関することがらについて、現在も特に問題であると思うことはどのようなこ 
とですか。（複数回答） 

★ あなたが部落差別問題（同和問題）を初めて知ったのは、誰から（何から）ですか。 

「特に問題と思うことがらはない」以外は前回調査よりも数値は低くなっています。しかし、「結婚に際して周囲

の理解が得られない場合があること」は４０．７％で、「結婚問題」に関しては、きびしい現実は変わっていないと

思われます。 

科学的・計画的・継続的に知識の 

提供を受けることができる「学校の授

業で」が３８．８％と高い反面、断片的

で、うわさや言い伝えなどの知識の提

供であると考えられる「家族や親類か

ら」が１２．７%、「友人、職場、近所の

人から」が５．４%で、合計１８．１％と

なっています。 

部落差別問題（同和問題）についての集会
や研修会で 
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50.7 

29.2 

27.9 

23.3 

21.1 

15.4 

7.8 

7.1 

6.4 

4.6 

1.8 

0% 30% 60%

学校教育を通して

家族や親類を通して

テレビや新聞・本や映画などを通して

研修会や講演会を通して

行政の啓発冊子や広報誌を通して

インターネットを通して

覚えていない

不明・無回答

全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校で部落差別問題（同和問題）に関する授業を受けた
経験の有無 

sabetuya 

部落差別問題（同和問題）に関する現在の知識や情報の提供者 

sabetuya 

 9 

 １０ 

★ 部落差別問題（同和問題）に関する現在のあなたの知識や情報は、何を通して得たものですか。（複数回答） 

小中学校で

受けた

52.3%

小中学校で

受けたことが

ない 16.4%

覚えてい

ない

28.3%

不明・無回答 3.1%

全体

（N=1,161）

★ あなたは、小中学校で部落差別問題（同和問題）に関する授業を受けたことがありますか。 

68.4 

68.8 

85.1 

82.7 

61.2 

17.3 

17.2 

6.3 

5.4 

3.4 

4.6 

12.5 

32.7 

32.0 

25.3 

25.8 

9.5 

12.1 

23.2 

46.3 

45.3 

0.0 

0.0 

2.0 

0.6 

3.1 

3.7 

5.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１８～２９歳

（n=79）

３０～３９歳

（n=93）

４０～４９歳

（n＝148）

５０～５９歳

（n=173）

６０～６９歳

（n=224）

７０～７９歳

（n=294）

８０歳以上

（n=128)

小中学校で受けた 小中学校で受けたことがない 覚えていない 不明・無回答

友人や知人、職場の同僚や地域住民を通して 

被差別部落（同和地区）出身者を通して 
 

部落差別問題（同和問題）に関する知識や情
報をほとんど持っていない 

「学校教育を通して」が５０．７%と 

一番多く、次が「家族や親類を通して」

が２９．２%、３番目が「テレビや新聞・本

や映画などを通して」が２７．９％となっ

ています。 

「 小 中学校で受けた 」 が 

５２．３%、「受けたことがない」

が１６．４%、「覚えていない」が

２８．３%となっています。 

年齢層別では、国の人権問題

の施策によって、学校での「部

落差別問題学習」の実施状況が

異なっていることがわかりま

す。大きく分類すると、7０歳以

上は「ほとんど実施していない」

時代、60～6９歳は「同和対策

審議会の答申が出た」時代、40

～5９歳の「同和対策事業特別

措置法」時代、3９歳以下は「特

別措置法失効」直前と失効の時

代となります。 
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8.9 

1.1 

5.4 

6.9 

5.8 

2.7 

1.6 

30.4 

24.7 

28.4 

30.6 

33.0 

26.9 

24.2 

19.0 

7.5 

12.8 

11.6 

8.5 

13.6 

10.9 

0.0 

1.1 

1.4 

1.2 

1.8 

0.7 

0.8 

6.3 

9.7 

6.8 

8.1 

5.8 

4.4 

1.6 

25.3 

36.6 

34.5 

32.4 

35.7 

33.0 

37.5 

8.9 

14.0 

6.8 

2.9 

3.1 

8.5 

11.7 

1.3 

5.4 

4.1 

6.4 

6.3 

10.2 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１８～２９歳

（n=79)

３０～３９歳

（n=93）

４０～４９歳

(n=148）

５０～５９歳

（n=173）

６０～６９歳

（n=224）

７０～７９歳

（n=294）

８０歳以上

（n=128)

その他

不明・無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部落差別問題（同和問題）と自分との関わり 

sabetuya 

 １1 

33.7 

28.5 

11.7 

7.2 

4.4 

1.0 

5.8 

7.7 

0% 20% 40%

部落差別問題(同和問題)のことは知っているが、よく考えていない

部落差別問題(同和問題)のことは知らないので、わからない

被差別部落(同和地区)の人々の問題であるので自分には直接関係ない

その他

不明・無回答

全体

（N=1,161）

★ 部落差別問題（同和問題）の解消に向けたあなたの考えとして近いものはどれですか。 

部落差別問題(同和問題)は国民的課題であり、自分も国民の一人とし

てこの問題の解決に努力すべきだと思う  
自分一人ではどうしようもない問題なので、なりゆきにまかせかせるよ

り仕方がない  

 

部落差別事案や事件に対し、怒りを感じ、部落差別問題 (同和問題)解

決のために自分のできる限りの努力をする 

部落差別事案や事件に対し、怒りを感じ、部落差別問題(同和問題)
解決のために自分のできる限りの努力をする 
自分一人ではどうしようもない問題なので、なりゆきにまかせるよ

り仕方がない 

 
 
部落差別問題(同和問題)のことは知らないので、わからない 

部落差別問題(同和問題)は国民的課題であり、自分も国民
の一人としてこの問題の解決に努力すべきだと思う 

被差別部落(同和地区)の人々の問題であるので自分には
直接関係ない 
部落差別問題(同和問題)のことは知っているが、よく考え

ていない 

「部落差別問題（同和問題）のことは知っているが、よく考えていない」が３３．７%と一番多く、次が「部落差別

問題（同和問題）は国民的課題であり、自分も国民の一人としてこの問題の解決に努力すべきだと思う」で 

２８．５%、３番目が「自分一人ではどうしようもない問題なので、なりゆきにまかせるより仕方がない」で

11.7%となっています。 

全体的には「部落差別問題（同和問題）の解決を自分との関係で捉えている」市民が 32.9%、「よく考え

ていない」「なりゆきにまかせるより仕方がない」「部落差別問題（同和問題）は自分とは関係ない」のように

「自分との関係で捉えてない」市民が 46.4%である。これは、「部落差別問題（同和問題）」を自分との関係

で考える啓発がまだ行き届いてない結果の数値である。 

１８～２９歳の年齢層は他の年齢層よりも「部落差別事案や事件に対し、怒りを感じ、部落差別問題（同和問題）

解決のために自分のできる限りの努力をする」と「自分一人ではどうしようもない問題なので、なりゆきにまか

せるより仕方がない」が高く、「部落差別問題（同和問題）のことは知っているが、よく考えていない」が低くなっ

ています。 



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部落差別をなくすための運動をきっかけとして生まれた制度の認知 

sabetuya 

自身が被差別部落（同和地区）の人と結婚しようとした際の態度 

sabetuya 

 １2 

 １3 

★ 部落差別をなくすための運動をきっかけとして生まれた制度のうち、あなたが知っているものはどれで 

すか。（複数回答） 

28.0 

29.4 

13.3 

13.1 

50.4 

3.0 

27.6 

28.8 

14.5 

13.1 

49.9 

5.8 

0% 30% 60%

「義務教育教科書無償制度」

「戸籍や住民票の閲覧制限」

「全国高等学校統一応募用紙」

「高校奨学金制度」の充実

いずれについても知らない

不明・無回答

今回調査

（N=1,161）

前回調査

（N=1,208）

27.9 

24.1 

7.3 

1.8 

33.7 

5.2 

28.5 

21.4 

7.5 

1.7 

36.1 

4.8 

24.8 

36.0 

9.4 

1.5 

26.2 

2.1 

0% 20% 40%

自分の意志を貫いて結婚する

反対する人々を説得した後に結婚する

家族などの反対があれば結婚しない

その他

わからない

不明・無回答

今回調査

（N=1,161）

前回調査

（N=1,208）

県調査

（N=1,876）

★ あなたが被差別部落（同和地区）の人と結婚しようとしたとき、家族や親類から反対を受けた場合どうし
ますか。 

前回調査と今回調査では、各制度

の認知度にさほど変化は見られませ

ん。「いずれについても知らない」が

５０．４％で、最も高く、十分に認知さ

れていない現状であることがわかり

ます。 

部落差別をなくす運動と自分との

関係や部落差別を解消する運動が、

社会を変えていった事実を知ること

が大切です。 

「自分の意志を貫いて結婚する」が２7.9%、「反対する人々を説得した後に結婚する」が２4.1%と結婚に対

して前向きな行動をとる回答が５２.0%、「家族などの反対があれば結婚しない」が７.3%、「わからない」が

33.7%で、41.0%は、結婚を忌避する可能性のある回答をしています。 

前回調査との違いは見られませんが、県調査との比較では「わからない」が７.５ポイント、「自分の意志を貫い

て結婚する」が３.１ポイント高く、「反対する人々を説得した後に結婚する」が１１．９ポイント低くなっています。 
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自分のこどもが被差別部落（同和地区）の人と結婚しようと
した際の自身の態度 

sabetuya 

 １4 

★ あなたのお子さんが被差別部落（同和地区）の人と結婚しようとしたとき、あなたはどうしますか。 

68.4 

75.3 

75.7 

69.9 

63.8 

57.1 

50.8 

11.4 

6.5 

4.1 

8.7 

15.2 

18.7 

18.8 

1.3 

1.1 

2.0 

2.3 

1.8 

5.1 

4.7 

1.3 

0.0 

0.7 

1.2 

1.3 

1.4 

2.3 

2.5 

3.2 

1.4 

2.3 

0.4 

1.4 

0.0 

15.2 

10.8 

14.9 

12.7 

11.6 

8.8 

13.3 

0.0 

3.2 

1.4 

2.9 

5.8 

7.5 

10.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１８～２９歳

（n=79）

３０～３９歳

（n=93）

４０～４９歳

（n＝148）

５０～５９歳

（n=173）

６０～６９歳

（n=224）

７０～７９歳

（n=294）

８０歳以上

（n=128)

結婚は当人同士の問題なので、こどもの意志を尊重する 親としては反対だが、こどもの意志が強ければ結婚は認める

家族や親類の反対があれば結婚は認めない 絶対に結婚を認めない

その他 わからない

不明・無回答

「結婚は当人同士の問題なので、こどもの意志を尊重する」が６４．２%、「親としては反対だが、こどもの意志

が強ければ結婚は認める」が１３．１％と、こどもの意志を尊重する考え方が７７．３%で、前回調査より９．６ポイ

ント、県調査より３．０ポイント高く、「わからない」が１１．６%で、前回調査より１１．７ポイント、県調査より５．５ポ

イント低くなっています。このことは、結婚に対する考え方の変化や人権教育・啓発が一定の成果を示している

のではないかと思われます。「結婚は当人同士の問題なので、こどもの意志を尊重する」と「親としては反対だ

が、こどもの意志が強ければ結婚は認める」では、６９歳以下では差は認めらませんが、７０歳以上は、年齢層が

高くなるにしたがって数値が小さくなっています。 

64.2 

13.1 

3.0 

1.2 

1.4 

11.6 

5.5 

55.5 

12.2 

1.6 

2.1 

1.9 

23.3 

3.6 

52.8 

21.5 

4.1 

1.7 

1.5 

17.1 

1.3 

0% 40% 80%

結婚は当人同士の問題なので、こどもの意志を尊重する

親としては反対だが、こどもの意志が強ければ結婚は認める

家族や親類の反対があれば結婚は認めない

絶対に結婚を認めない

その他

わからない

不明・無回答

今回調査

（N=1,161）

前回調査

（N=1,208）

県調査

（N=1,876）
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★ 部落差別問題（同和問題）の解決方法についてあなたの考えに近いものはどれですか。（複数回答） 

42.8 

28.0 

24.2 

20.5 

17.7 

9.1 

4.6 

0% 25% 50%

学校での人権教育に積極的に取り組むべきである

市民対象の人権教育・啓発活動に積極的に取り組むべきである

よくわからない

差別の規制や差別被害者の救済などの課題に取り組むべきである

部落差別問題（同和問題）は、そっとしておけば自然に解決する

不明・無回答

全体

（N=1,161）

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

部落差別問題（同和問題）の解決方法 
Shou 障害者差別 
sabetuya 

 １5 

被差別部落（同和地区）の人々自身が、差別の解消に向けて努力すべきで

ある 

57.0 

62.4 

48.6 

45.7 

45.1 

30.3 

35.2 

22.8 

28.0 

20.9 

30.1 

35.7 

26.9 

28.1 

27.8 

33.3 

23.6 

24.9 

22.8 

14.3 

9.4 

7.6 

8.6 

6.1 

8.1 

10.3 

9.9 

12.5 

8.9 

12.9 

19.6 

13.9 

11.6 

26.2 

20.3 

19.0 

15.1 

21.6 

23.7 

26.3 

26.5 

29.7 

0% 35% 70%

１８～２９歳

（n=79)

３０～３９歳

（n=93）

４０～４９歳

(n=148）

５０～５９歳

（n=173）

６０～６９歳

（N=224）

７０～７９歳

（n=294）

８０歳以上

（n=128)

学校での人権教育に積極的に取り組む

べきである

市民対象の人権教育・啓発活動に積極

的に取り組むべきである

差別の規制や差別被害者の救済など

の課題に取り組むべきである

被差別部落（同和地区）の人々自身が、

差別の解消に向けて努力すべきである

部落差別問題（同和問題）は、そっとし

ておけば自然に解決する

よくわからない

「教育・啓発活動の積極的な取組」を解決方法と考えている意見が７０．８%、「法規制の強化」が２０．５％、「そ

っとしておけば自然に解決する」や「被差別部落（同和地区）の人々自身が、解決に努力すべきだ」のような、「部

落差別問題（同和問題）は自分とは関係ない」という意見が２６．８%、「よくわからない」が２４．２%です。「学校

での人権教育の推進」は、年齢が高くなるにしたがって割合が低く、「よくわからない」は、年齢が高くなるにし

たがって割合が高く、科学的・計画的・継続的に部落差別問題学習を受けてきた世代で教育の成果が見られま

すが、「そっとしておけば自然に解決する」は年齢に関係なく一定の割合を占めています。 
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★ 女性の人権に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

★ こどもの人権に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

76.5 

72.4 

48.2 

38.0 

36.7 

30.3 

27.5 

20.5 

4.3 

4.0 

1.8 

0% 40% 80%

いじめ問題

保護者による虐待

家庭の経済状況に起因する「こどもの貧困」問題

児童買春や児童ポルノなどの犯罪行為

こどもにとって有害な暴力的表現や性的情報が多いこと

教師による体罰問題

こどもの意見を尊重する社会意識が不十分なこと

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの人権(じんけん)に関(かん)することがらで、特(とく)に問題(もんだい)であると思(おも)うものは

どれで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの人権に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

 １7 

さまざまな人権問題 

女性の人権に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

 １6 

41.4 

41.3 

40.0 

36.7 

33.3 

22.7 

13.7 

5.6 

1.4 

0% 25% 50%

職場や学校における差別的待遇(採用・昇格・仕事内容・賃金など)

「男は仕事で女は家事や育児」といった固定的性別役割分担意識

配偶者や恋人などパートナーからの暴力（ＤＶ）やストーカー行為

女性の社会進出を支援する制度が不十分なこと

女性の人格を否定するような性的情報・メディアが多いこと

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

職場や学校におけるいやがらせ（セクシュアル・ハラスメント、

マタニティ・ハラスメントなど） 

本来、大人が担うことが一般的な家事や家族の世話などを日常的に行って 
いることで、生活や進学、就職などに支障があること（ヤングケアラー） 

「職場や学校におけるいやがらせ（セクシュアル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメントなど）」が４１．４%、次

いで「職場や学校における差別的待遇（採用・昇格・仕事内容・賃金など）」が４１．３%、「『男は仕事で女は家事や

育児』といった固定的性別役割分担意識」が４０．０%となっており、職場や学校における女性の人権侵害につい

て、課題意識が伺えます。 

「いじめ問題」、「保護者による虐待」、「こどもの貧困問題」、「ヤングケアラー」などの割合が高く、メディアに取

り上げられている問題や、現在の社会情勢を反映した問題意識が伺えます。 
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★ 高齢者の人権に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

70.4 

54.7 

40.0 

31.4 

27.9 

27.1 

5.5 

3.8 

2.8 

0% 40% 80%

高齢者を狙った悪徳商法や振り込め詐欺

孤立して暮らす高齢者への支援が不十分なこと

高齢者を対象とした介護・福祉・医療施設や制度が不十分なこと

社会の情報化から取り残されがちであること

高齢者に対する暴力・虐待行為など、その人格が尊重されないこと

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

★ 障がいのある人の人権に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

48.5 

42.3 

41.9 

35.7 

22.0 

17.5 

10.4 

6.4 

2.3 

0% 25% 50%

就労保障が不十分なこと

災害情報や行政からのお知らせなど、必要な情報が伝わりにくいこと

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がいのある人の人権に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

高齢者の人権に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

 １8 

 １9 

道路の段差やエレベーターなどのバリアフリー環境が不十分なため外出

の際に不便であること 

障がいのある人に対する差別的言動など、その人格が尊重されないこと 

 

道路の段差やエレベーターなどのバリアフリー環境が不十分なため外出

の際に不便であること 
 
障がいのある人を対象とした介護・福祉・医療施設や制度が不十分なこと 

 

 

 
 
スポーツ・文化活動や地域行事などに参加するためのサポートが不十分

なこと 

「高齢者を狙った悪徳商法や振り込め詐欺」、「孤立して暮らす高齢者への支援が不十分なこと」、「高齢者を対

象とした介護・福祉・医療施設や制度が不十分なこと」の割合が高くなっています。高齢者を狙った悪徳商法や振

り込め詐欺については、次々に新たな手法が生まれていることから啓発を続ける必要があり、高齢者にとって安

全で住みやすい環境づくりや地域生活支援体制の整備が望まれています。 

「就労保障が不十分なこと」が４８．５％と最も高く、次いで「障がいのある人に対する差別的言動など、その人

格が尊重されないこと」が４２．３％、「道路の段差やエレベーターなどのバリアフリー環境が不十分なため外出の

際に不便であること」が４１．９％となっています。ハード面、ソフト面双方の「バリアフリー」が不十分といった課

題意識が伺えます。 
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★ 外国人の人権に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

★ 感染症（新型コロナウイルス感染症・HIV/エイズ・ハンセン病など）による人権侵害に関することがらで、特

に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

55.6 

45.4 

31.6 

30.8 

26.8 

15.3 

5.3

1.2

0% 30% 60%

感染者や患者、その家族が特別な目で見られること

医療関係者やその家族などが差別的言動を受けること

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症による人権侵害に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

外国人の人権に関する問題  20 

 21 

33.2 

32.1 

31.6 

29.4 

27.0 

20.2 

10.2 

8.7 

2.5 

0% 20% 40%

習慣などが異なるため地域社会で受け入れられにくいこと

行政からのお知らせや、公的な情報が伝わりにくいこと

教育・就労・居住などで不利な扱いを受けること

外国人に対する差別的言動（ヘイトスピーチ）があること

施設に外国語表示などが不十分なため、利用の際に不便であること

特に問題と思うことがらはない

結婚の際に周囲から反対を受けること

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

感染症について、地域社会での正しい知識と理解が十分でないこと 

 

感染していることや病気のことを本人に無断で他人に伝えられること 

本人や家族の感染により学校や職場などで不当な扱いを受けること 

「習慣などが異なるため地域社会で受け入れられにくいこと」、「行政からのお知らせや、公的な情報が伝わり

にくいこと」、「教育・就労・居住などで不利な扱いを受けること」の割合が高くなっています。今回調査の人権課

題の中で「特に問題と思うことがらはない」と回答した割合が２０．２％と最も高く、日常生活の中で外国人との

交流が少ないことがその要因の一つとして考えられます。学校や社会生活の様々な場面での「出会い・触れ合

い・学び合い」を通した多文化共生の取り組みの推進が大切です。 

「感染症について、地域社会での正しい知識と理解が十分でないこと」が 55.6%と最も高く、次いで「感染者

や患者、その家族が特別な目で見られること」が４５．4％となっています。感染症問題に関する知識不足による

偏見や差別意識が存在することが伺えます。 
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★ インターネット上の人権侵害に関することがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

★ 「性自認（こころの性）」や「性的指向（異性愛・同性愛・両性愛など）」に起因する、性的少数者の人権に関す

ることがらで、特に問題であると思うものはどれですか。（複数回答） 

50.3 

35.9 

35.6 

31.5 

30.1 

18.9 

5.7 

3.2 

0% 30% 60%

当事者が、自身の問題について相談できる人や場所が少ないこと

性的少数者を受け入れる状況が、地域や職場、学校で不十分なこと

性的少数者への理解を広げるような啓発や教育が不十分なこと

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他
全体

（N=1,161）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット上の人権侵害に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

 22 

71.7 

60.1 

54.8 

40.1 

35.9 

19.1 

6.3 

3.6 

2.4 

0% 40% 80%

個人情報の流出を招くこと

さまざまな犯罪に巻き込まれる危険があること

こどもや若者のネット依存やスマホ依存に起因するさまざまな問題

差別を助長したり煽ったりするような表現・情報が多いこと

暴力や性に関し、有害な情報や画像が多いこと

被差別部落（同和地区）の地名や動画などを掲載・拡散していること

特に問題と思うことがらはない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

性自認や性的指向に起因する、性的少数者の人権に関する問題 
 
Shou障害者差別 
sabetuya 

 2３ 

同性パートナーが病院や行政機関などで家族として認められない場合があ

ること 

 
 

同性婚問題に代表されるように、性的少数者の人権を保障するための制度

が不足していること 

「個人情報の流出を招くこと」が71.7%と最も高く、次いで「さまざまな犯罪に巻き込まれる危険があること」

が６０．１％、「こどもや若者のネット依存やスマホ依存に起因するさまざまな問題」が５４．８％で、インターネット

上の人権侵害に関しては、現在社会問題化している人権課題の一つであり、全体的に問題意識の高さが伺えま

す。 

「当事者が、自身の問題について相談できる人や場所が少ないこと」が５０．３％と最も高く、相談体制が不十

分であると認識している割合が高くなっています。次いで「同性パートナーが病院や行政機関などで家族として

認められない場合があること」が３５．９％、「性的少数者を受け入れる状況が、地域や職場、学校で不十分なこ

と」が３５．６％です。 

性のあり方は多様であり、互いの属性の違いを認め合いながら共に生きていく社会（ダイバーシティ社会）の

実現をめざす教育・啓発を推進していくことが必要とされています。 
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48.6 

23.7 

19.8 

14.4 

6.9 

7.5 

1.5 

0% 25% 50%

啓発行事の開催を知らなかった

仕事や家庭の都合で参加しなかった

その他

不明・無回答

全体

（N=908）

★ あなたが人権問題に関する知識や情報を得るため、役に立っていると思うものはどれですか。（複数回答） 

★ 飯塚市が主催する次の啓発行事のうち、ここ5年間に一度でも参加したことがあるものはどれですか。 

（複数回答） 

★ 問 25に挙げた啓発行事の「４ いずれにも参加したことがない」と回答された方だけにおたずねします。 

参加したことがない理由はどれですか。（複数回答） 

78.2 

10.2 

9.0 

7.2 

2.8 

0% 40% 80%

いずれにも参加したことがない

市で開催している人権啓発講演会

自治会で開催している人権啓発講座

不明・無回答
全体

(N=1,161)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権問題に関する知識や情報を得るため、役に立っているもの 

市が行っている啓発活動 

 24 

33.5 

29.4 

23.2 

20.4 

20.0 

19.6 

16.1 

12.7 

6.0 

4.0 

1.1 

0% 20% 40%

行政の啓発冊子や広報誌

マスコミの報道

学校で行われる講座や研修・学習会

インターネット

特にない

市民対象の研修会や講演会

職場勤務先での研修・学習会

家族や知人などとの会話

その他のメディア

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

飯塚市が主催する啓発行事への参加状況  25 

飯塚市が主催する啓発行事に参加したことがない理由  26 

「行政の啓発冊子や広報誌」が

33.5%で最も割合が高く、次いで「マ

スコミの報道」が２９．４％となってい

ます。「学校で行われる講座や研修・学

習会」は、前回調査１３．８％、今回調査

２３．２%、「インターネット」は、前回調

査１４．９％、今回調査２０．４%とそれ

ぞれ割合が高くなっています。 

飯塚市が主催する啓発行事への参加

状況は、過去５年間で「いずれにも参加

したことがない」が 78.2％となってお

り、幅広い場所や機会をとらえた啓発

が必要です。 

「啓発行事の開催を知らなかった」が

一番多く、次が「仕事や家庭の都合で

参加しなかった」となっています。多く

の方が参加しやすくなるように、さら

に周知方法や開催方法等を検討するこ

とが必要とされています。 

交流センターで開催している人権
啓発講演会など 

自分にとって必要と思われる内容

ではなかったので参加しなかった  
自分は差別していないので関係な

いと思い参加しなかった  
職場などで研修は受けているので

参加しなかった 
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★ 人権問題の解決のため、今後の行政施策として特に重要であると思うものはどれですか。（複数回答） 
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人権問題の解決のため、今後の行政施策として特に重要であ
ると思うもの 

 27 

57.3 

34.2 

32.5 

30.6 

29.0 

28.0 

23.4 

22.3 

19.5 

7.7 

7.6 

1.9 

0% 30% 60%

人権教育・啓発の充実

福祉・医療や教育・行政関係者などに対する研修の徹底

バリアフリーのまちづくりの推進

人権侵害を受けた人に対する救済手段の確立

人権問題に関する相談窓口の充実や開設

企業や事業者に対する啓発の充実

人権侵害に対する規制や取り締まりの強化

個別の人権問題に対応する新たな制度や社会インフラの整備

特にない

不明・無回答

その他

全体

（N=1,161）

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社会の中で孤立する

ことを防ぐための見守りや支援体制の整備 

それぞれ上位３項目を掲載 

18～29歳 
(n=79) 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支

援体制の整備                    45.6% 

人権教育・啓発の充実   

44.3% 

人権侵害を受けた人に対する救
済手段の確立      30.4% 

30～39歳 
（n=93） 

福祉・医療や教育・行政関係者な
どに対する研修の徹底  37.6% 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支
援体制の整備                    57.0% 

バリアフリーのまちづくりの推進 
                   38.7% 

40～49歳 
（n=148） 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支

援体制の整備                    60.1% 

バリアフリーのまちづくりの推進 

                 38.5% 

人権教育・啓発の充実   

35.8% 

50～59歳 
（n=173） 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支
援体制の整備                    56.1% 

人権教育・啓発の充実   
39.9% 

福祉・医療や教育・行政関係者な
どに対する研修の徹底  36.4% 

60～69歳 
（n=224） 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社

会の中で孤立することを防ぐための見守りや支
援体制の整備                    61.2% 

福祉・医療や教育・行政関係者な

どに対する研修の徹底  37.5% 

人権教育・啓発の充実   

37.1% 

70～79歳 
（n=294） 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支

援体制の整備                    58.8% 

福祉・医療や教育・行政関係者な
どに対する研修の徹底  29.6% 

人権侵害を受けた人に対する救
済手段の確立      26.2% 

80歳以上 
（n=128） 

こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社
会の中で孤立することを防ぐための見守りや支
援体制の整備                    55.5% 

人権教育・啓発の充実   
33.6% 

福祉・医療や教育・行政関係者な
どに対する研修の徹底  29.7% 

「こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社会の中で孤立することを防ぐための見守りや支援体制の整

備」が５７．３％で、最も高い割合になっています。年齢層の違いにより重要とおもわれる行政施策の順番は入れ

替わっていますが、それぞれの割合は高くなっています。 

バリアフリーのまちづくりの推進 
                   3０．４% 

 


